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登壇 

 

司会：これより、JFEホールディングスのインベスターズミーティングを開催させていただきま

す。本日の出席者は、代表取締役副社長の田中利弘、常務執行役員の田倉綱大です。 

本日の時間割は、ご説明約 30分、質疑 30分の合計 60分を予定しています。  

それでは、本日発表いたしました決算および業績見通しにつきまして、まずは代表取締役副社長、

田中より、業績の概要をご説明いたします。 

田中：田中でございます。インベスターズミーティングに出席させていただくのは、2年半ぶりと

いうことになります。よろしくお願いいたします。 

 

それでは早速、今回の決算発表、業績見通しのハイライトについて、ご説明します。 
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まず事業環境につきましては、中国の過剰生産や各国の保護主義的な政策の影響等により、厳しい

状況が継続しております。 

中東情勢の影響については、原油市況は一時期、WTI原油価格が 1バレル当たり 100ドルを超え

る水準まで高騰しましたが、足元ではおおむね 70～90ドル程度で推移しており、平均すると 80

ドル程度です。 

販売・操業への直接的な影響は限定的でありますし、原燃料、エネルギー、物流等を中心としたコ

スト影響も、前回の発表時では 1バレル当たり 100ドルが継続した場合、月に 100億円ぐらい影

響すると発表しましたが、そこからは縮小しております。 

前回は、中東影響について業績見通しに未織り込みでしたが、今回はそのコスト影響について、第

１四半期の実績 150億円も含め、年間で 600億円程度という試算をし、業績見通しに織り込んで

おります。 

このコスト影響につきましては、現在、速やかに販売価格への転嫁を推進しているところです。 

第 1四半期決算につきましては、事業利益は 323億円となり、前年同期のほぼ 2倍となりまし

た。当期利益は 312億円となり、前年同期と比較すると 241億円の増益となりました。 

年度の見通しについては、先ほど申し上げました中東情勢の影響がありますが、鋼材の値上げやイ

ンド事業の収益貢献等により、事業利益、当期利益ともに、前回見通しどおりと想定しておりま

す。ROEの年度見通しは 6%程度となります。 
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また年間の配当は、第 8次中期経営計画で掲げた配当方針通りです。一株当たり年間 80円の方針

は前回公表で申し上げておりましたが、今回改めて、中間配当について 40円という方針を決定し

ましたので、併せて発表しております。私からは以上です。 
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田倉：それではこの後は、田倉からご説明いたします。 

こちらが第 1四半期の決算ですが、売上収益は 1兆 1,611億円で、前年同期 458億円の増収で

す。事業利益は 323億円で、前年同期から 161億円の増益ですが、棚卸資産評価差等除きでは

143億円となり、前年同期から減益でした。セグメント利益は 259億円、また個別開示項目として

土地売却益を計上しております。 

当期利益は 312億円となり、前年同期比で 241億円の増益となりました。 
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売上収益とセグメント利益を、セグメント別に開いたものが 8ページです。 

まず売上収益は、いずれのセグメントとも、前年同期から増収になりました。またセグメント利益

は、鉄鋼事業、エンジニアリング事業は増益、商社事業は減益です。 

次のページ以降で、各セグメントについてご説明いたします。 
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まず、スチールです。左上に諸元を記載していますが、この 1年で約 15円円安が進行しました。 

セグメント利益は昨年と比べて 151億円の増益でして、その内訳を下に記載しております。 

まずコスト削減では操業改善等で 70億円です。スプレッドは国内外の鋼材市況が悪化する中、石

炭価格が大幅に高騰しました。加えて、中東情勢のコストアップ 150億円程度が加わりまして、

450億円のマイナスとなりました。 

棚卸資産評価差はで、石炭価格や円安の結果、470億円のプラスとなりました。 

その他のプラス 61億円のうち、グループ会社でプラス 60億円ですが、特に JSWの増益や JJSL

の収益を第 1四半期から 50%取り込んだことで増益となりました。 
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JFEエンジニアリングにつきましては、受注高は 1,776億円ということで、前年同期から 584億円

増加となりました。カーボンニュートラル分野を中心に、大型案件の受注時期差により受注高は増

加しました。売上収益は 1,473億円、セグメント利益は 89億円で、洋上風力モノパイル事業等の

貢献により、第 1四半期の売上収益、セグメントとも、過去最高です。 

JFE商事につきましては、セグメント利益は 113億円となり、前年同期から 13億円のマイナスで

す。国内は、国内鋼材市況の上昇等で増益となりましたが、米州において、建材、電磁鋼板事業の

減益があり、マイナス 13億円となりました。 
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続いて、業績見通しです。年間の売上収益は 4兆 8,500億円ということで、前年比で増収の見通し

です。またスチールでの見直しの結果、前回公表からも 500億円のプラスです。 

事業利益は、上期が 900億円、年間で 2,150億円。実力ベースも、上期が 600億円、通期で 1,850

億円ということで、下期に高めに見通しをしていることにより、いずれも年間は前回公表と同様の

見通しです。 

当期利益も、上期が 650億円で、年間では 1,500億円。前回公表と同様、前年度から 799億円の

増益と見込んでおります。 
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こちらは、売上収益とセグメント利益を、セグメント別に開いたものです。いずれのセグメント

も、売上収益については前年度から増収の見通しです。セグメント利益につきましても、いずれも

前回公表通りということで、前年度と比較しますと増益です。 

セグメント別については、後ほどご説明いたします。 
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14ページは財務指標を表しております。グラフの下に、有利子負債残高を記載しておりますが、

2026年度上期見通しは 2兆 2,000億円で、2025年度末と比較しますと、2,000億円以上の増加と

なります。また D/Eレシオは 66.6%になる見通しです。 

上の棒グラフが、EBITDA の推移になります。2026年度上期 EBITDAの 2倍は 4,600億円の見通

しですので、結果、2026年度上期の Debt/EBITDAは 4.8倍の見通しとなり、2025年度末に並ん

で高い水準が続いています。こちらは 6月末に、JJSLへの 2回目の出資等を行った影響が出てお

ります。 

2026年度末については、下期にかけて鋼材値上げ等による収益改善を織り込んでいることに加

え、資産売却の促進や投資計画の見直しにより、2026年度末には 4倍程度まで改善する見通しで

す。 
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セグメント別の業績見通しについてご説明します。まずスチールですが、国内の鋼材需要は前回の

公表から大きな変化はなく、2025年から総じて横ばいと想定しております。中東情勢が懸念とい

うことで、コスト上昇や資材調達への影響については、今後注視が必要とみております。 

左のグラフは自動車生産台数を示しておりますが、2025年とほぼ同様の 850万台程度で想定して

おります。 

その下の普通鋼材消費見通しについては、淡い青色が製造業向けの鋼材見通しですが、ほぼ 1年前

と横ばいの見通しです。濃い青色の建材向けは前年同期比でマイナス 3.1%で、建設コストや人手

不足の結果、引き続き減少傾向の見通しです。 
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海外需要については足元、中東情勢の影響もあり、市況は底打ち感が出てきているものの、中国の

内需低迷や輸出増の状況については大きな変化がない状況です。従来からの通商リスクに加えて、

中東情勢をリスク要因として捉えております。 

左に中国の粗鋼生産・鋼材輸出量を示しております。棒グラフの粗鋼生産量については前年同期か

らはややレベルとしては下がっておりますが、輸出量としては 4-6月平均で 1,000万トンを超えて

おり、非常に厳しい状況が続いていると考えております。 
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こちらは主要な海外マーケットにおける市況です。中国はご覧の通り、力強さを欠く需要環境で低

迷が続いています。インドは、セーフガード等もあり価格が上昇していますが、足元はモンスーン

が到来していることもあり、横ばいが続く状況になっております。一方、米国については、輸入関

税の影響が出ており、現在、価格上昇が続いております。 
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こちらは原料市況です。基本的には鉄鉱石、原料炭とも、足元の価格水準が推移する前提で業績見

通しに織り込んでおります。 
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粗鋼生産につきましては、2026年度 2,150万トンということで、前回見通しと変わっておりませ

ん。上期と下期もほぼ同じ程度の水準になると見込んでおります。 
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当社は収益改善のため現在高付加価値品比率拡大に取り組んでおりますが、2025年度 KPIに対す

る実績が出ましたので、こちらに記載しております。KPI54%に対し、実績は 53%となりました。 

2026年度は、下期以降、倉敷の電磁鋼板の能力増強第 2期が順次立ち上がってくることや、洋上

風力向けを中心とした厚板の拡販などにより、2026年度の KPIは 56%を目指してまいりたいと考

えております。 

なお、右のほうに、ご参考として、当社の主な高付加価値品の数量推移を示しております。この縦

軸のスケールは品種ごとに異なりますので、ご参考までですが、市況等厳しい状況が続いておりま

すが、能力増強と拡販のセットで、KPI達成に向けて取り組んでまいりたいと考えております。 
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中東情勢につきましては、冒頭の通り、第 1四半期のコスト影響は 150億円程度となりました。

年度見通しにつきましては、WTI原油価格 80ドルが続く前提で 600億円程度を織り込んでおり

ます。 

なお、販売影響、調達影響について、現段階では大きな影響はないとみております。 
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中東情勢もそうですが、主原料や諸物価が上昇しているということで、鋼材価格の引き上げについ

ては取り組んでいるところです。 

冒頭でもありましたが、2025年度下期から値上げに取り組んでおりまして、まず 1万円/トンにつ

きましては 2026年度上期中に達成する見通しです。さらに追加の 5,000円/トンにつきまして

も、早期に実現してまいりたいと考えております。 

ご参考までに、諸物価込みのスプレッドの推移を、2021年度基点で、出荷量で割った数字を記載

しております。コロナ禍の 2021年から 2024年までかけて徐々に改善が進んできましたが、2024

年度の下期以降、諸物価の上昇、鋼材市況の低迷から、スプレッド悪化が続いておりました。 

そうした中、2025年度第 4四半期に原料炭が高騰し、また 2026年度第 1四半期からは中東情勢

によるコストアップが始まったということで、2026年度第 1四半期のスプレッドの水準は大幅に

下落してしまいました。 

これに対し、鋼材価格の引き上げを徐々に進める中で、2026年度下期には、2025年度上期の水準

までは戻ってくる見通しです。ただ、このレベルというのは、まだ持続可能な水準、採算レベルと

は言えませんので、今後も、さらなる改善に取り組んでまいります。 
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こちらは、スチールの業績見通しの諸元です。粗鋼生産量は先ほどご説明した通りです。出荷量は

940万トンと、ほぼ 2025年と同じレベルです。輸出比率も 41%ということで、大きな変化はござ

いません。鋼材平均価格につきましては、4月-6月の 12万 4,000円に対して、7-9月は約 1万円

上がる見通しです。為替レートにつきましては、上期、下期とも 160円で想定しております。 
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こちらはセグメント利益の前回公表から今回公表の増減内訳です。為替レートは 5円円安の想定で

す。セグメント利益は変化なしですが、その内訳として、コスト削減と主に構成改善で、①と②の

合計でプラス 50億円です。 

それからスプレッドですが、中東影響による諸コスト上昇は右に記載の通り、グループ会社を除い

ても 500億円です。こうした上昇に対して、鋼材価格の改善を推進いたしますが、実現タイミン

グのずれもあり、スプレッドはマイナス 160億円です。 

その他 110億円については、うちグループ会社で 70億円の増益です。インドの JSW の足元好調

を反映しています。 
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今ほど申し上げた分析を、前年度と比較したものが、こちらの 26ページです。 

詳細は割愛しますが、2025年度と比べますと、主原料の高騰や償却費、金利等のコスト影響を織

り込んでおります。加えて、中東影響として 600億円を織り込んでおります。事業環境が悪化し

ている中で、第一にコスト削減、それから第二に高付加価値品拡大、加えて鋼材価格の引き上げ

や、JSW、JJSLなどのインドグループ会社の収益貢献により、何とか実力ベースとしてプラス 10

億円という形になっております。 

そういう意味では、スプレッドのマイナスということでもありますので、これからも改善の取り組

みを進める必要があるという状況です。 
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次のページは 2026年度の上期と下期の比較です。粗鋼生産は約 10万トン減、セグメント利益に

ついては 400億円のプラスということで、その内訳は以下の通りです。 

コスト削減については、上期から下期にかけて操業改善によりプラス 70億円をみております。数

量・構成については数量減となる一方、高付加価値品の拡大が進み、プラス 30億円を見込んでお

ります。 

スプレッドについては、中東情勢のコスト変化は上期と下期では変化なしとみており、主に鋼材価

格の改善が進むことで、590億円のプラスを見込んでおります。 

棚卸資産評価差はマイナス 300億円、その他としては、グループ会社、特に国内とインドのグル

ープ会社の損益改善がある一方、主に経費の発生時期、固定資産税等の季節差で差し繰りプラス

10億円という内訳です。 
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続いて、JFEエンジニアリングです。受注高は前回公表通りの 6,000億円ということで、2025年

度からは減少しますが、依然として過去 2番目の高水準となります。受注残高も 1兆 2,000億円と

高い水準で推移するとみております。 

セグメント利益は 250億円ということで、前回公表通り、洋上風力等の受注済みのプロジェクト

を着実に遂行してまいります。 
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続いて、JFE商事につきましては、売上収益は 1兆 4,000億円、セグメント利益は 450億円を見込

んでおります。前回の公表通りですが、前年度と比較して 48億円のプラスということで、こちら

は米州事業の回復、それから国内鋼材のスプレッド改善を見込んでおります。 
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配当につきましては、中間配当 40円、年間配当 80円の見通しです。 
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トピックスとして三つ用意しております。まず、京浜の土地活用です。下の地図の赤い部分が高度

物流ゾーンといって、約 18ヘクタールあります。こちらについて今般、土地譲渡契約を締結して

おります。 

現時点で譲渡先につきましては非開示とさせていただきますが、譲渡益は 450億円程度を見込ん

でおります。これにつきましては、複数回に分けて譲渡になる見通しでございまして、最初に譲渡

する 2027年度には約半分の 230億円を計上する見通しです。 

詳細につきましては、8月下旬以降にプレスリリース、それから共同記者会見を実施する予定で

す。 
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こちらは 6月末に発表しましたが、JFEエンジニアリングによる最終処分場事業の新規参入につい

てです。最終処分場を展開する東環、それから中間処理事業を展開するセイフコ、こちらの株式を

全量取得いたしました。併せて、秋田県で最大の最終処分場を建設することも決定しております。 

従来の廃棄物処理施設の建設、運営に加えまして、下のリサイクルバリューチェーンの通り、廃棄

物を収集、運搬から中間処理した上で、従来のリサイクルだけでなく、最終処分を運営していくこ

とで、一気通貫体制を構築してまいります。これにより、まずは将来懸念される処分場不足問題に

伴う費用高騰のリスクを回避すること、それからお客様へのサービスとして、トレーサビリティを

充実し強化することができると見込んでおります。 
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最後は IT Japan Award2026のグランプリ受賞についてです。こちらも 7月初めに公表しておりま

すが、日経コンピュータが主催している、企業の優れた IT事例を表彰するアワードの中で、当社

が鉄鋼業界初のグランプリを受賞しております。これまでも 2回準グランプリを受賞していまし

て、今回 3度目の受賞となりました。 

今回の受賞理由は、右に記載の通り、製鉄所システムリフレッシュを大規模かつ短納期で完了させ

たということで、非常に高い評価をいただいております。 

今後は、この完了したオープン環境を生かして、当社自身の企業価値の向上はもちろんのこと、こ

れまでに培ってきたノウハウを、ビジネスソリューションの一環として、製造業の課題解決に役立

ててまいりたいと考えております。 

ご説明は以上となります。 
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質疑応答 

 

司会：それでは、質疑応答に移ります。 

質問者：下期の利益水準を棚卸評価差等を除いた実力ベースで見ると、年率換算で 2,000億円台半

ばの利益水準が見えるように思う。鋼材価格の値上げ浸透、エンジニアリング・商社の季

節性も含め、27年度を見通した時にこの下期の利益水準をどのように評価しているか。 

ＪＦＥ：下期の利益水準を単純に年率換算すれば 2,000億円台の利益水準となるが、スチールとエ

ンジニアリング・商社は分けて考える必要がある。スチールについては、下期の棚卸評価

差等を除いたセグメント利益 700億円を起点にすれば、年率換算で 1,400億円がベースと

なる。一方、エンジニアリング・商社等については、年間でおおむね 750億円程度を見込

んでおり、これを合わせた 2,150億円程度が現時点の起点になる。今後は、スチールにお

いて、鋼材価格のさらなる改善、高付加価値品比率の向上、インドを中心とした海外事業

の上積みを図ることに加え、エンジニアリング・商社においても中期目標達成に向けた収

益拡大を図ることで、更なる上積みを図っていく。 

質問者：鋼材価格について、JFEは国内の紐付きが後決めの部分もあり、コストを見ながら価格交

渉が出来る一方で、輸出価格は足元で低下している。こうした市況も含めて、下期の業績

前提をどのように見ているか。 

ＪＦＥ：1万円／トンの値上げについては上期末までの達成を見込んでおり、追加 5千円／トンに

ついても下期での実現を織り込んでいる。ただし、この前提でもスプレッドには、なおマ

イナスが残っており、コスト上昇分を十分に取り切れているわけではない。下期において

は、鋼材価格のさらなる改善を重要課題として取り組む。輸出に関しては、市況の大幅な

回復を前提としているわけではなく、品種構成の改善を含めて平均価格の上昇を見込んで

いる。 

質問者：インドについて、JSW の決算が市場想定より強かった印象がある。足元のインド事業の

状況と、今回見通しへの織り込みを教えてほしい。 

ＪＦＥ：インド事業については、数量・価格の両面で堅調に推移している。自動車、インフラ、製
造業、再エネ関連の需要が強く、JSW の第 1四半期販売量も第 1四半期として過去最高

水準となった。価格面でも、通商措置による輸入抑制効果が出ており、市況は今後も堅調
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に推移すると見ている。こうした状況を踏まえ、前回見通しよりもインドの収益貢献を上

方に見通している。 

質問者：P24の表中の鋼材平均価格について、第 1四半期の 124.2千円／トンから第 2四半期は

134千円／トン程度と、約 1万円／トン上昇する前提になっている。輸出市況は大きく上

がるようには見えない中で、市況品、紐付き、輸出をどのように織り込んでいるのか。 

ＪＦＥ：第 1四半期は、1万円／トン値上げの効果がまだ十分には入っていない。1万円／トン値

上げについては、上期末に向けて達成する前提であり、第 2四半期での寄与が大きくな

る。輸出のうち市況品については、アジア市況で見えている水準を前提としており、大幅

な上昇は見込んでいない。一方、市況品以外については、個別の品種ごとに価格水準の改

善を見込んでいる。これらを合わせ、全平均で、第 1四半期から第 2四半期にかけて約 1

万円／トンの上昇を見込んでいる。 

質問者：P21の高付加価値品比率について、第８次中期経営計画では 400億円の増益効果を見込

んでいるが、電磁鋼板の市場環境は必ずしも強く無く、2025年度も十分な効果が出てい

ないように見えるなかで、今後どのように 400億円に近づけていくのか。 

ＪＦＥ：特に無方向性電磁鋼板（NO）については、第８次中期経営計画の想定通りの需要が出て

いるとは言い切れず、2025年度は厳しい状況であった。2026年度は、倉敷での能力増強

を踏まえ、数量確保に向けた商談を具体的に進めており、現時点の見通しには、既に商談

が進んでいる案件や商談中の案件のうち、実現可能性が高いと判断した数量を織り込んで

いる。 

質問者：鉄鋼事業のトン当たり利益・実力利益は、2四半期連続で厳しい状況にある。原燃料、金

利、労務費、償却費などのコスト上昇を後追いで転嫁する構造が続く中、価格転嫁に加え

て、コスト削減や他社連携、高付加価値品拡大により、構造的にマージンを改善する取り

組みをどのように行っていくのか。 

ＪＦＥ：現状の鉄鋼事業の利益水準には大きな問題意識を持っている。原燃料に加えて、金利、労
務費、償却費などのコスト上昇についても品種ごとに把握し、お客様に丁寧に説明した上

で価格転嫁を進めていく必要がある。追加 5千円／トンの値上げも、フォーミュラで自動

的に転嫁されるものではなく、諸物価上昇や中東影響を含めて個別に説明し、理解を得て

いく必要がある。コスト削減に関しては京浜の酸洗ライン休止・福山集約のようなライン

集約や、必要に応じた他社連携も含め、継続的に検討していく。 
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質問者：インドの JJSLについて、次の能力増強までには数年を要すると理解している。それ以外

に、JFEの技術・操業ノウハウ移転や効率化により、収益改善効果を出していけるのか。 

ＪＦＥ：JJSLについては、まず 1,000万トンへの増強計画を、JSW、JJSL、当社の 3社で早期に

具体化させることが第一である。JSW・JJSL側でも操業面での知見・ノウハウは蓄積され

てきているが、当社の高級品製造技術や操業改善面で貢献できる余地はあると考えてい

る。品種の高度化に加え、ベース部分のトン当たり収益にも改善余地があるとみており、

今後 2〜3年の重要テーマとして収益性改善に取り組んでいく。 

質問者：P23の販売価格改善の状況について、第 2四半期で 1万円／トン値上げが完遂できる前提

に見えるが、実際に見えている話なのか。また、追加 5千円／トンの値上げについて、お

客様の反応、競合他社の足並み、アンチダンピングの支えも含め、達成の確からしさを教

えてほしい。 

ＪＦＥ：1万円／トンの値上げについては、かなりの確度で実現が見通せている。品種・分野によ

っては交渉が残っている部分もあるが、おおむね決着が進んでおり、9月までに実現する

考えである。追加 5千円／トンについても、一部では第 2四半期から実現できる見通しの

分野もある。競合他社も同様の方向で動いていること、また、GI等の分野ではアンチダン

ピング措置により輸入数量や価格にも変化が見え始めているといった環境も後押しにし

て、追加 5千円／トンについても下期での実現に向けた交渉を進めている。 

質問者：P36のエンジニアリング事業の最終処分場事業への新規参入について、既存事業とのシナ

ジーを改めて説明してほしい。また、エンジニアリング事業の中長期成長に向けたM&A

戦略の考え方を教えてほしい。 

ＪＦＥ：エンジニアリング事業では、従来より廃棄物処理事業を大きな事業領域として展開してい
る。今回、最終処分場まで手掛けることで、収集・処理・リサイクル・最終処分までを一

気通貫で提供できる体制となり、お客様のニーズに一層応えやすくなる効果がある。ま

た、最終処分場事業についても、事業としての収益性を確保していく考えである。M&A

については、廃棄物処理等の国内の静脈分野で競争優位性を高めることが重要と考えてお

り、2035年の利益目標 1,000億円に向け、収益基盤強化に資する案件を精査して取り組

んでいく。 

質問者：P25の 2026年度収益見通しの前回→今回比較について、コスト 20億円、構成 30億円が

増益方向に修正されているが、具体的に何が改善しているのか。また、その他の国内グル
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ープ会社部分でも改善があるように見えるが、環境要因なのか自助努力によるものなのか

教えてほしい。 

ＪＦＥ：コストについては、足元で中東情勢の影響によりコスト上昇圧力がある中、現場での操業
改善努力を積み上げた結果として、前回公表比で 20億円の改善を織り込んでいる。構成

については、高付加価値品比率の上昇というよりも、より収益性の高い商品へのシフトを

見込んだものであり、特に国内販売が増加していることが前回公表比での改善要因となっ

ている。国内グループ会社については、電炉ではスクラップ価格上昇等による収益悪化が

ある一方、化成品等では製品価格上昇による改善があり、これらの入り繰りにより改善方

向となっている。 

質問者：電磁鋼板について、データセンター向け需要など堅調な分野もあると思うが、中計の 400

億円効果に向けて、事業環境や収益影響は想定どおり進んでいるのか。インドや商社での

取り組みも含めて教えてほしい。 

ＪＦＥ：方向性電磁鋼板（GO）については、昨年から今年前半にかけて必ずしも事業環境は良く

なかった。インドでは安価な中国品の輸入が続いている影響、また、米国では、関税影響

により、商社事業の電磁鋼板関連も昨年は厳しい状況にあった。現状は、中期目標達成に

向けた数量確保の取り組みを進めており、また、市況も徐々に回復が見られてきており、

需要に応じた価格改善も見通せる状況になってきている。2026年度については第８次中

期経営計画に近い形に戻ってくると見ている。 

質問者：海外グループ会社の増益要因はインドが中心に見えるが、北米の California Steel 

Industries（CSI）について、北米鋼材市況の改善をうまく取り込めているのか等、状況を

補足してほしい。 

ＪＦＥ：海外グループ会社の改善はインドが中心であるが、その中には CSIの改善も含まれてい

る。CSIは、スラブを輸入して圧延、販売するビジネスモデルであり、昨年は、関税影響

によりコストが大きく上昇、収益的には厳しい状況であった。現在も関税がかかっている

状況は変わらないが、年明け以降、鋼材価格は上昇しており、昨年対比でみると、今年は

収益貢献が期待できる状況にあると考えている。 

 

［了］ 
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